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計算書類に対する注記(法人会計)

１．継続事業の前提に関する注記

　　　　該当事項なし

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　該当事項なし
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　・有形固定資産
　　　　　定額法
　　　　　残存価額
　　　　　　　平成19年3月31日以前に取得した有形固定資産については取得価額の10%ただし、耐用年数到来時において
　　　　　　も使用し続けている有形固定資産については、さらに備忘価額(1円)まで償却を行っています。
　　　　　　　平成19年4月1日以降に取得した有形固定資産については、残存価額をゼロとし、償却累計額が当該資産の
　　　　　　所得価額から備忘価額(1円)を控除した金額に達するまで償却を行っています。
　　　・無形固定資産
　　　　　定額法
　　　　　残存価額
　　　　　　　残存価額ゼロとし、取得価額全額を償却対象としております。
　　　・ﾘｰｽ資産
　　　　　該当事項なし
（３）引当金の計上基準
　　　・徴収不能引当金
　　　　　該当事項なし
　　　・退職給付引当金
　　　　　当拠点区分で採用している熊本県退職共済制度に基づき、当期末における熊本県退職共済制度への法人負担の
　　　　掛金累計額を計上している。
　　　・賞与引当金
　　　　　従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上している。

３．重要な会計方針の変更

　　　　該当事項なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　当法人区分は、独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び熊本県退職共済制度を採用している。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　当法人の作成する財務諸表等は以下のとおりになっている。
　　　(1)　法人全体の財務諸表(第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式)
　　　　　　　第1号の1様式、第2号の1様式、第3号の1様式を作成している。
　　　(2)　事業区分別内訳表(第1号の2様式、第2号の2様式、第3号の2様式)
　　　　　　　当法人は、社会福祉事業のみの実施のため作成していない。
　　　(3)　社会福祉事業における拠点区分別内訳表(第1号の3様式、第2号の3様式、第3号の3様式)
　　　　　　　当法人は、しんせい学園拠点のみの実施のため作成していない。
　　　(4)　各拠点区分におけるｻｰﾋﾞｽ区分の内容
　　　　　　ア　しんせい学園拠点(社会福祉事業)
　　　　　　　　「本部」
　　　　　　　　「施設会計」
　　　　　　　　「生産活動」
　　　　　　　　「しんせい相談支援ｾﾝﾀｰ」
　　　　　　　　「ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑしんせい」
　　　　　　　　「短期入所しんせい」
　　　　　　　　「生計困難者相談支援事業」

６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
土地 29,434,545 29,434,545 
建物 81,761,972 4,375,402 77,386,570 

合 計 111,196,517 4,375,402 106,821,115 



７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　　　　該当事項なし

８．担保に供している資産

　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　29,434,545円
　　　　　しんせい学園建物（基本財産）　　　　　　　52,678,110円
　　　　　グループホームしんせい建物（基本財産）　　24,708,460円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　 106,821,115円
　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定額を含む） 7,660,000円
　　　　　―――――――――――――――――――――――――――
　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　 7,660,000円

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
(単位：円)

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
土地 29,434,545 29,434,545 
建物(基本財産) 117,252,284 39,865,714 77,386,570 
構築物 10,922,036 9,135,745 1,786,291 
車輌運搬具 16,748,219 14,418,998 2,329,221 
器具及び備品 4,156,854 1,632,211 2,524,643 
水道加入金 120,000 40,200 79,800 
下水道事業受益者負担金 115,060 12,810 102,250 

合 計 178,748,998 65,105,678 113,643,320 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
(貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。)

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
(単位：円)

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高
該当事項なし

合 計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。
(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益
該当事項なし

合 計

１２．関連当事者との取引の内容

　　　　該当事項なし

１３．重要な偶発債務

　　　　該当事項なし

１４．重要な後発事象

　　　　該当事項なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにするために必
      要な事項

　　　　該当事項なし


